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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、全てのステークホルダーの価値向上を事業の原点と捉え、企業経営の透明性の向上とコンプライアンス経営の徹底を通じて、企業価値
の最大化を目指すことを経営上の最も重要な課題の一つとして位置付け、コーポレート・ガバナンスへの取り組みの強化と徹底に努めておりま
す。

　

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社東急百貨店 538,131 56.28

ホクト株式会社 29,020 3.03

株式会社三井住友銀行 25,000 2.61

株式会社長野銀行 24,000 2.51

株式会社八十二銀行 24,000 2.51

信越放送株式会社 22,800 2.38

信濃毎日新聞株式会社 12,168 1.27

鹿島商事株式会社 10,700 1.12

長野県信用組合 10,200 1.07

陽光ビルME株式会社 9,000 0.94

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社東急百貨店　（非上場）

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 1 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

　当社の支配株主は東急株式会社と株式会社東急百貨店の親会社２社であります。両社とは、「５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響
を与えうる特別な事情」に記載のとおりの取引関係がありますが、「東急グループコンプライアンス指針」及び当社の「コンプライアンスマニュアル」
の意義・目的に則った取引を行うことにより、公正な取引関係を保ち、少数株主の保護に努めております。

　なお、当社と東急株式会社は、2021年３月16日開催のそれぞれの取締役会において、東急株式会社を株式交換完全親会社とし、当社を株式交
換完全子会社とする株式交換 （以下「本株式交換」といいます。） を行うことを決議し、両社の間で株式交換契約 （以下「本株式交換契約」といい

ます。） を締結いたしました。本株式交換契約が2021年４月21日に開催された当社第63期定時株主総会において承認可決されたことにより、本株

式交換の効力発生日である2021年６月１日をもって、当社は東急株式会社の完全子会社となり、これに先立ち、2021年５月28日付で当社株式は
上場廃止（最終売買日は2021年５月27日）となる予定であります。

　また、当社の親会社である株式会社東急百貨店は、同社が所有する当社の普通株式の全部を、東急株式会社に譲渡する契約を締結しており
ます。これにより、当該株式の譲渡が完了する2021年５月28日をもって、株式会社東急百貨店は、当社の支配株主には該当しないこととなる予定
であります。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社の親会社は、東急株式会社及び株式会社東急百貨店の２社であります。

　東急株式会社との間では、「東急グループコンプライアンス指針」に基づくグループ全体の基本原則を共有し、商標権の使用を始めとした密接な
関係にありますが、各々の業態や地域性の違いから、当社の独立性は確保されております。

　また、当社と同業態である株式会社東急百貨店との間では、共同仕入等の業務上の密接な取引関係にありますが、各々が拠って立つ商圏の違
いから、当社の独立性は確保されております。

　上記４．に記載のとおり、2021年５月28日をもって、株式会社東急百貨店は、当社の親会社に該当しないこととなる予定であります。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

北村　正博 他の会社の出身者 ○

鷲澤　幸一 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

北村　正博 ○ ○

同氏は、株式会社システックスの代表取
締役及び長野商工会議所会頭であり、当
社は同法人との間に物品販売等の取引
がありますが、一般取引先と同様の条件
で特記すべき取引関係はなく、当社の経
営に影響を与えるものではありません。

企業経営者として豊富な経験と高い見識を有し
ており、また、長野商工会議所会頭として、地
域経済及び地域社会の発展に貢献されている
ことから、社外取締役として適任であると判断し
選任いたしました。また、一般株主と利益相反
が生じる恐れがなく、経営上の助言と業務執行
に対する監視を適切に行っていただけると判断
し、独立役員に指定しております。

鷲澤　幸一 ○ ○

同氏は、炭平コ－ポレーション株式会社の
代表取締役社長であり、当社は同法人と
の間に物品販売等の取引がありますが、
一般取引先と同様の条件で特記すべき取
引関係はなく、当社の経営に影響を与え
るものではありません。

企業経営者として豊富な経験と高い見識を有し
ており、社外取締役として適任であると判断し
選任いたしました。また、一般株主と利益相反
が生じる恐れがなく、経営上の助言と業務執行
に対する監視を適切に行っていただけると判断
し、独立役員に指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべく、「監査等委員会事務局」を設置し、総務部が業務を兼務しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　内部監査は、代表取締役社長直轄部門である内部統制・コンプライアンスが担当しており、担当者２名を配置して、会社業務の全般にわたり法
令・社内規程の遵守の状況等についての監査を実施し、その結果を経営者、監査等委員会に報告をすることとしております。

　内部統制・コンプライアンスと監査等委員会は、随時情報交換を実施しており、それぞれの監査過程で発見された事項に関する情報を共有する
ことにより、全般的な業務改善に連携して取り組む体制としております。また、内部統制・コンプライアンス及び監査等委員会は、会計監査人であ
る、きさらぎ監査法人とも定期的に意見交換を実施し、三者の異なる立場からの監査を有機的に連携させることにより、当社業務の適正確保に努
めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

東京証券取引所の独立性基準に基づく独立社外役員を２名選任しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

現状の報酬体制で適切かつ効率的に取締役の業務執行がなされているためであります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

第６３期事業年度(２０２１年１月期）において、取締役に支払った報酬等の総額は、５１百万円であり、うち社外役員に支払った報酬等の総額は２
百万円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬につきましては、具体的な決定は代表取締役に一任することを、取締役（監査等委員である取
締役を除く）改選の都度、独立社外取締役が出席する取締役会で決議しております。代表取締役は、職務の内容、実績・成果、従業員の報酬水
準、及び過去の支給実績などを総合的に勘案して報酬を決定しております。また、監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員会の協議によ
り決定しております。

　役員報酬の限度額につきましては、２０１６年４月２０日開催の第５８期定時株主総会決議により取締役（監査等委員である取締役を除く）は年額
１億２，０００万円以内、監査等委員である取締役は年額２，２００万円以内としております。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会及び株主総会開催にあたり、重要案件につきましては、担当取締役が事前に社外取締役に説明を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

○コーポレート・ガバナンスの体制

　当社は、監査等委員会設置会社であります。取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）７名及び監査等委員である取締役３名（うち
社外取締役２名）で構成されており、定例取締役会に加えて必要に応じて臨時取締役会を開催することとしております。独立性を保持した監査等
委員（社外取締役）の出席のもと、取締役の職務執行状況の監視を行うとともに、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜検討を行い、
重要な業務に関する事項の決議及び職務執行についての意志決定を行っております。

　また、常勤取締役を中心に構成される経営会議は、原則として月１回以上開催することとしております。取締役会で決議された経営の重要事項
等の業務執行に関し、迅速で合理的な意思決定をしております。

　監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されており、原則として取締役会開催に合わせて開催することとし
ております。監査等委員はその経験や知見に基づき独立の立場から監査業務を遂行し、取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンス
のさらなる強化を図る体制としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、取締役会の監督機能を一層強化し、コーポレート・ガバナンス体制の充実と企業価値の向上を目的として、監査等委員会を採用してお
ります。また、豊富な経験と高い見識を有する人材を監査等委員である 社外取締役として選任することにより、当社の経営に関する監督・監査機

能が十分に有効であると判断し、現状の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 当社の決算期は１月であり、いわゆる集中日開催に該当する決算期ではありません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載

決算情報、適時開示資料、有価証券報告書及び四半期報告書、株主情報、会
社説明資料を掲載しております。

https://ｗｗｗ.nagano-tokyu.co.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部門　 ： 業務本部　経営統括部　経営企画

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

東急グループ全体の基本原則を示した「東急グループコンプライアンス指針」に基づき「コ
ンプライアンスマニュアル」を策定し、当社及び東急グループ全体を取り巻くステークホル
ダーの立場の尊重に関する取り組みの統一に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境方針を２００３年２月９日に制定（２０２１年２月１日改定）し、社外に公表するとともに、
全社で共有し、循環型社会システムの構築に取り組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「情報管理基本規程」を策定し、適時情報開示の体制を確立しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

【内部統制システムに関する基本的な考え方】

　当社は、取締役会において、「業務の適正を確保するための体制（内部統制システムに関する基本方針)」を決議し、コーポレート・ガバンナスの
充実に向けた体制の整備を行っております。

　また、当社の属する東急グループ全体の基本原則を示した「東急グループコンプライアンス指針」に基づいた「コンプライアンスマニュアル」を策
定し、内部統制の強化に積極的に取り組み、公正で透明な企業活動を行っております。

【内部統制システムの整備状況】

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）社長を委員長とし、取締役その他必要な人員を構成員とするコンプライアンス委員会を定期的に開催し、「コンプライアンスマニュアル」の制
定・改正に関する事項、内部監査や改善措置等に関する事項及び各大部門におけるコンプライアンスの実践状況等に関する事項等を協議、決定
する。また、コンプライアンス担当部署をコンプライアンス委員会の事務局とする。

（２）各大部門に「コンプライアンス責任担当者」と「コンプライアンス担当者」を配置し、コンプライアンス活動を推進する。

（３）取締役、管理職、一般社員等に対し、必要な研修や周知を定期的に実施する。また、関連する法規の制定・改正時や当社及び他社で重大な
不祥事、事故が発生した場合等においては、速やかに必要な研修を実施する。

（４）「コンプライアンス相談窓口」の運用規程に則り、その適切な運用にあたるとともに、東急百貨店グループコンプライアンス相談窓口及び東急
株式会社ヘルプラインも含め、使用人にその周知徹底を図る。

（５）内部監査担当部署により、監査計画に基づき内部監査を実施するとともに、内部監査の結果を経営層に報告する。

（６）反社会的勢力及び団体とは取引や利益供与はもちろん、一切の関係を拒絶する。また、弁護士、警察当局等外部機関との連携を強化し、反
社会的勢力排除のための活動を推進する。

（７）財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を適切に整備・運用する。

２．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）１．に規定するコンプライアンス委員会において、リスク管理項目等の設定、各大部門におけるリスク管理の実践状況等に関する事項及び事
件、事故等の緊急事態発生時の対応に関する事項等を協議、決定する。

（２）設定されたリスク管理項目についての責任の所在を明確にするため、「リスク管理担当部門」を定める。

（３）大規模な事故、災害等が発生又は発生する恐れが生じた場合は、社長を対策本部長とし、必要な人員で組織する「危機対策本部」を設置す
るとともに、危機対応のための組織、規程を整備し、使用人にその周知徹底を図る。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書その他情報の保存及び管理に関する社内規程等を適切に維持管理するとともに、法令及び社内規程等に基づ
いて適切な保存及び管理を行う。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の効率性を確保するため、取締役会において取締役（監査等委員である取締役を除く）の業務分担を決議する。また、合理的な経
営方針の策定や全社的なプロジェクトなどの重要事項について検討、決定するため、経営会議等を有効的に活用する。

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること事 を確保するための体制

子会社において、社長を委員長とし、取締役、監査役その他必要な人員を構成員とするコンプライアンス委員会を定期的に開催するとともに、「コ
ンプライアンス責任担当者」と「コンプライアンス担当者」を配置し、コンプライアンス活動を推進する。

　子会社において、子会社の役員・従業員が実践すべき行動規範として「北長野ショッピングセンター行動規範」、「コンプライアンスマニュアル」を
策定し、定期的な研修等により、使用人に周知徹底を図る。

　当社の「コンプライアンス相談窓口」、東急百貨店グループコンプライアンス相談窓口及び東急株式会社ヘルプラインを子会社の相談窓口とする
こととし、子会社使用人にその周知徹底を図る。

　子会社独自の業務の適正化のための体制の整備について、定期的なモニタリングを実施するとともに、必要な助言、支援を行う。

（２）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

子会社管理規程に基づいて、子会社から当社へ必要な報告を行わせるとともに、子会社の重要業務の執行等について当社の取締役会、経営会
議において審議・報告する。

（３）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

子会社管理規程に基づいて、当社は子会社に対しリスクの把握、評価、対応を行わせるとともに、子会社役職員も1.に規定するコンプライアンス委
員会の構成員としリスク管理活動を一体的に推進する。

（４）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の取締役の職務の効率性を確保するため、子会社の取締役会において取締役の業務分担を決議する。また、合理的な経営方針の策定や
意思決定の迅速化を図るため、子会社取締役を当社経営会議の構成員とする。

６．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべく、「監査等委員会事務局」を設置し、使用人を配置する。

７．監査等委員会の職務を補助すべき使用人の独立性に関する事項

監査等委員会事務局の使用人については、監査等委員会の指示に基づき職務を行い、その人事考課及び人事異動については、監査等委員会と
事前に協議することとする。

８．監査等委員会への報告に関する体制

（１）重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議その他の重要な社内会議への監査等委員の出席の機会を確保する
とともに、当社及び子会社の役職員からの監査等委員会への適切な報告を実施する。

（２）当社及び子会社の役職員は、当社及び子会社の重要リスク等に関し、監査等委員会に報告し、リスク管理の状況について監査等委員会と協
議する。また、内部監査担当部署は当社及び子会社の内部監査に関し、その監査結果の報告等を定期的に行い、監査等委員会との緊密な連携
を保つこととする。

（３）当該報告を行った当社及び子会社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱いをしない。



９．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用等の処理に係る方針

監査等委員がその職務を執行するうえで必要な費用については、監査等委員会と協議のうえ毎年度予算措置を行い、その費用の前払い等が必
要な場合には、監査等委員の請求により担当部署において速やかに対応する。

１０．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）東急グループ各社の監査役と監査方針、監査方法などの協議及び情報交換を行うため、東急株式会社が主催する「東急グループ常勤監査
役会議」及び「連結会社常勤監査役連絡会」へ監査等委員が出席するにあたり、情報提供などの協力を行う。

（２）監査等委員会及び会計監査人と会計監査実施状況等の監査に関する情報の交換を定期的に行うこととする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、「業務の適正を確保するための体制（内部統制システムに関する基本方針)」において、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を定
めております。また、「コンプライアンスマニュアル」において、反社会的勢力との絶縁を宣言しておりますように、倫理を重んじ、法を尊重して、反
社会的勢力とは断固として対決することを基本的な考え方としております。

　当社は、総務部を対応部門とし、弁護士・警察当局等外部機関との連携も強化し、反社会的勢力排除のための体制を整備しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社の親会社である株式会社東急百貨店が当社の発行済株式の５０％超を所有しており、同じく当社の親会社である東急株式会社が株式会社
東急百貨店の発行済株式を全て所有しておりますので、具体的な買収防衛策は導入しておりません。

　なお、上記「Ⅰ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報　 ４．支配株主との取引等を行う

際における少数株主の保護の方策に関する指針」に記載のとおり、2021年６月１日をもって、当社は東急株式会社の完全子会社となる予定であり
ます。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社は、コンプライアンス経営によるリスク管理の強化・実践に向け積極的に取り組んでおりますが、百貨店という業態に鑑み、事業等のリスクと
して考えられる食品の安全管理、環境・リサイクル、個人情報保護などに関する法令等に十分留意した営業活動を行っていかなければならないと
認識しております。

○適時開示体制の概要

　当社は、取締役会もしくは経営会議で重要な意思決定をした事実、又は当社及び親会社・子会社で発生した事実を経営統括部が把握し、各業
務部門との連携を図り、適時開示規則で開示が必要と判断したものについて情報取扱責任者に報告をし、承認を受けた後、開示を行う体制をとっ
ております。

　なお、当社では、役職員が情報の重要性を認識し、「東急グループコンプライアンス指針」「コンプライアンスマニュアル」に則り行動をしており、開
示過程での情報漏洩を防ぐために「情報管理基本規程」を策定しております。


